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1 R3.9.21 R3.10.5
○（新宿区○－○）に係る電気設備設置届出書（平成２２年１１月２０日２２牛予
（電）第７５号）（電気主任技術者が記載され再度提出されたもの）

●
（不存在）請求に係る内容の公文書は届
出されておらず、実施機関では取得して
いないため存在しない。

東京消防庁予
防部予防課

2 R3.10.28 R3.11.1
○（東京都千代田区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点
検結果報告書（平成元年１２月１１日３１麹予（報）第８７６号）

20 ●
東京消防庁予
防部査察課

3 R3.10.20 R3.11.1
○（大田区○－○－○）に係る電気設備設置（変更）届出書（平成５年３月１６日
第３０号）

28 ● ● ●

（２号）　主任技術者及び管理責任者等
の氏名は、個人に関する情報で特定の個
人を識別することができるため

（４号）平面図及び断面図は、公にする
ことにより、建物内部への侵入によるテ
ロ等の犯罪の実行を容易にするなど、公
共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお
それがあると認められるため。
　また、届出者、試験実施者等の印影
は、公にすることにより、偽造等の犯罪
に悪用されるおそれがあるため

東京消防庁予
防部予防課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

4 R3.10.22 R3.11.1
東京都内（島しょ地区、稲城市を除く）の内燃発電設備が設置されている建物名称
等の一覧表

212 ●
東京消防庁予
防部予防課

5 R3.10.22 R3.11.1
○（台東区○－○－○）に係る防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和４９年
１月３１日第６号）

4 ●
東京消防庁予
防部予防課

6 R3.10.21 R3.11.2

○（新宿区○－○－○）○階「○」に係る以下の公文書
１　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年５月２４日第３２
２号）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年５月２４日第３２
２－２号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年５月２４日第３２
２－３号）
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年５月３１日第３４
６号）
５　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成２４年５月３１日第３４
７号）

37 ● ●

（４号）図面に関する部分は、公にする
ことにより、建物内部への侵入や窃盗等
の犯罪の実行を容易にするなど、建物利
用者の安全を脅かすおそれがあると認め
られるため

東京消防庁予
防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

7 R3.10.21 R3.11.2
○（目黒区○－○－○）に係る防火対象物使用開始届出書（平成３年１月１４日第
５００９号）

16 ● ● ●

（２号）住宅の部分は、特定の個人を識
別することはできないが、公にすること
により、なお個人の権利利益を害するお
それがあるため

（４号）住宅の部分は公にすることによ
り、建物内部への侵入や窃盗等の犯罪の
実行を容易にするなど、居住者の安全を
脅かすおそれがあると認められるため
　また、共同住宅の共用部は、公にする
ことにより、建物内部への侵入や窃盗等
の犯罪の実行を容易にするなど、居住者
の安全を脅かすおそれがあると認められ
るため

東京消防庁予
防部予防課

8 R3.10.22 R3.11.2
○（世田谷区○－○－○）に係る防火対象物使用開始届出書（平成２５年８月１６
日第７７号）

1 ●
東京消防庁予
防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

9 R3.10.25 R3.11.2
○（渋谷区○－○－○）○階○に係る防火対象物使用開始届出書（令和３年５月３
１日第３４７号）

16 ●
東京消防庁予
防部予防課

10 R3.10.25 R3.11.2
○（品川区○－○－○）に係る消防用設備等着工届出書（昭和６１年１月２８日第
１０２１号）

35 ●
東京消防庁予
防部予防課

11 R3.9.21 R3.11.2

火災調査書類（令和３年８月２７日３上予第９８号）のうち、
火災調査書（別記様式第１５号及び別記様式第１５号の２）、出火原因判定書（別
記様式第１６号及び別記様式第２６号）、火災出場時における見分調書（別記様式
第１７号及び別記様式第２６号）、現場見分調書（第１回）（別記様式第１８号及
び別記様式第２６号）、現場見分調書（第２回）（別記様式第１８号及び別記様式
第２６号）、質問調書（別記様式第１９号及び様式第２６号）、質問調書（別記様
式第１９号及び様式第２６号）、質問調書（別記様式第１９号）、質問調書（別記
様式第１９号）、出火建物・避難状況等調書（別記様式第２１号及び別記様式第２
６号）、建物・収容物損害調査書（別記様式第２３号）、死傷者調査書（別記様式
第２５号）

78 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

12 R3.10.25 R3.11.8
○（東京都新宿区○丁目○番○号）に係る立入検査結果通知書及び最新の消防用設
備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書

●
（不存在）当該公文書は10年、1年保存の
公文書で廃棄済みであり、また届出の事
実がなく存在しない。

東京消防庁予
防部査察課

13 R3.11.1 R3.11.8
○（東京都墨田区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検
結果報告書（令和３年６月２３日３向予（報）第２４２号）

14 ●
東京消防庁予
防部査察課
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14 R3.10.29 R3.11.8

東京都世田谷区、目黒区、品川区、大田区、狛江市、国分寺市、町田市、調布市、
府中市、西東京市を対象とした次の名称を含む建物の所在地、防火対象物使用開始
届出の有無、管轄消防署について、予防部予防課が作成した一覧表（令和３年９月
現在）
１　○
２　○
３　○
４　○
５　○
６　○
７　○
８　○
９　○

1 ●
東京消防庁予
防部予防課

15 R3.10.24 R3.11.8

○（渋谷区○－○－○）に係る以下の公文書
１　消防用設備等着工届出書（昭和６１年９月２２日第２６２６号）
２　防火対象物使用（変更）届出書その１（昭和６２年１月９日第５号）
３　消防用設備等設置届出書（昭和６２年１月９日第３００７号）
４　消防用設備等設置届出書（昭和６２年１月９日第３００８号）
５　消防用設備等設置届出書（昭和６２年１月９日第３００９号）
６　消防用設備等設置届出書（昭和６２年１月２１日第３０６９号）
７　電気設備設置（変更）届出書（昭和６２年１月９日第６００４号）

119 ● ● ●

（２号）平面図及び立面図は、特定の個
人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害
するおそれがあるため

（４号）平面図及び立面図は、公にする
ことにより、建物内部への侵入や窃盗等
の犯罪の実行を容易にするなど、居住者
の安全を脅かすおそれがあると認められ
るため

東京消防庁予
防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

16 R3.10.29 R3.11.8 62 ●
東京消防庁総
務部施設課

17 R3.11.1 R3.11.9

○（東京都渋谷区○丁目○番○号）に係る次の公文書
⑴　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和元年５月２３日３１
渋予（報）第６１０号）
⑵　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和２年５月１９日２渋
予（報）第４３４号）
⑶　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（令和３年４月１２日３渋
予（報）第１５６号）

110 ●
東京消防庁予
防部査察課

18 R3.10.27 R3.11.9

○（東京都江東区○丁目○番○号○階）に係る
・防火防災管理者選任（解任）届出書（令和３年５月２５日３深有（防）第２６６
号、令和３年６月２日３深有（災）第２０１号）
・消防計画作成（変更）届出書の鑑（令和３年６月２日３深有（防）第２６７号、
令和３年６月１６日３深有（災）第２３９号）

2 ● ● ●

（３号）法人情報のうち電話番号等の情
報は、公にされておらず、公にすること
により当該団体等の事業運営上の地位を
損なわれると認められるため

東京消防庁予
防部防火管理
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

19 R3.11.2 R3.11.10

○（港区○－○－○）に係る以下の公文書
１　火を使用する設備等の設置（変更）届出書（令和３年８月１３日第１０号）
２　検査結果書（令和３年７月８日３高予（使）第１３８号）

2 ●
東京消防庁予
防部予防課

20 R3.10.5 R3.11.10

火災調査書類（令和３年９月１０日２武予（調）第７号）のうち、火災調査書（様
式第１５号及び様式第１５号の２）、出火原因判定書（様式第１６号及び様式第２
６号）、火災出場時における見分調書（様式第１７号及び様式第２６号）、現場見
分調書（様式第１８号及び様式第２６号）、質問調書（様式第１９号及び様式第２
６号）

134 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

21 R3.11.2 R3.11.10
上野消防署宮園出張所（３）空調設備改修工事、上野消防署谷中出張所（３）空調
設備改修工事及び小石川消防署（３）空調設備修繕工事の内訳書、別紙明細書、代
価表、諸経費計算書及び特記仕様書

321 ●
東京消防庁総
務部施設課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

22 R3.11.2 R3.11.10
東京消防庁本所消防署緑出張所庁舎（仮称）（3）改築工事、東京消防庁福生消防
署庁舎（3）改築工事の見積比較表、特記仕様書

293 ●
東京消防庁総
務部施設課

23 R3.11.2 R3.11.11

○（中央区○－○－○）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その２（消防用設備等）（平成９年９月９日第
４号）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年２月２日第２０１
７－３８号）
３　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年２月２日第２０１
７－３９号）
４　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（平成３０年２月２日第２０１
７－４０号）

10 ●
東京消防庁予
防部予防課

24 R3.10.7 R3.11.12

火災調査書類（令和３年４月１５日２上予（調）第２６号）のうち、火災調査書
（様式第１５号及び様式第１５号の２）、出火原因判定書（様式第１６号及び様式
第２６号）、現場見分調書（様式第１８号及び様式第２６号）、現場見分調書（様
式第１８号及び様式第２６号）、現場質問調書（様式第１９号及び様式第２６
号）、延焼状況等調書（様式第２０号）、出火建物・避難状況等調書（様式第２１
号）、建物・収容物損害調査書（様式第２３号）

73 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

25 R3.10.12 R3.11.12

火災調査書類（令和３年８月３１日３四新第５６号）のうち、火災調査書（別記様
式第１５号及び別記様式第１５号の２）、出火原因判定書（別記様式第１６号及び
別記様式第２６号）、現場見分調書（第１回）（別記様式第１８号及び別記様式第
２６号）、現場見分調書（第２回）（別記様式第１８号及び別記様式第２６号）、
鑑識見分調書（別記様式第１８号及び別記様式第２６号）、現場質問調書（第１
回）（別記様式第１９号）、現場質問調書（第２回）（別記様式第１９号）、現場
質問調書（別記様式第１９号）

99 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

26 R3.11.4 R3.11.12

野方消防署（３）空調設備改修工事、牛込消防署（３）空調設備改修工事、新宿消
防署（３）空調設備改修工事、中野消防署宮園出張所（３）空調設備改修工事の共
通費算定書、代価表及び東京消防庁本田消防署青戸出張所（３）改築空調設備工事
の共通費算定書、代価表、見積比較表

374 ●
東京消防庁総
務部施設課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）
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決定区分 （根拠規定）条例７条

27 R3.11.5 R3.11.15

○（東京都小平市○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検
結果報告書（令和３年７月１６日３平予（報）第５１５号）のうち次の公文書
⑴　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（別記様式第１）
⑵　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果総括表（別記様式第２）

2 ●
東京消防庁予
防部査察課

28 R3.11.5 R3.11.15

○（東京都江東区○丁目○番○号○階）に係る防火防災管理者選任（解任）届出書
（令和３年４月２３日３深有（防）第８４号、令和３年４月２３日３深有（災）第
６２号）、消防計画作成（変更）届出書一式（令和３年４月２３日３深有（防）第
８５号、令和３年４月２３日３深有（災）第６４号）

36 ● ●

（３号）法人情報のうち電話番号等の情
報は、公にされておらず、公にすること
により当該団体等の事業運営上の地位を
損なわれると認められるため

東京消防庁予
防部防火管理
課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）
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決定区分 （根拠規定）条例７条

29 R3.10.14 R3.11.15
火災調査書類（令和３年３月１０日２芝予（調）第２８号）のうち、火災調査書
（様式第１５号及び様式第１５号の２）、出火原因判定書（様式第１６号及び様式
第２６号）、現場見分調書（様式第１８号及び様式第２６号）

79 ● ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（４号）建物平面図等は、公にすること
により、建物内部への侵入や犯罪の実行
を容易にするなど、利用者の安全を脅か
す恐れがあると認められるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

30 R3.10.14 R3.11.15
火災調査書類（令和３年７月２７日３平小第６号）のうち、火災調査書（別記様式
第１５号及び別記様式第１５号の２）

2 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）
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決定区分 （根拠規定）条例７条

31 R3.11.10 R3.11.16
○（港区○－○－○）に係る防火対象物使用（変更）届出書その２（消防用設備
等）（平成１０年８月２１日第８号）

15 ●
東京消防庁予
防部予防課

32 R3.11.10 R3.11.16
○（立川市○－○－○）に係る消防用設備等設置届出書（平成４年６月２６日第４
２６６号）

32 ●
東京消防庁予
防部予防課

33 R3.11.12 R3.11.16
○（東京都小平市○）に係る消防計画作成（変更）届出書一式（平成１８年１０月
３１日１８平予（防）第３８１号）

10 ●
東京消防庁予
防部防火管理
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

34 R3.10.15 R3.11.16
火災調査書類（令和３年９月２８日３青予第８５号）のうち、火災調査書（別記様
式第１５号及び別記様式第１５号の２）、出火原因判定書（別記様式第１６号及び
別記様式第２６号）

5 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

35 R3.9.14 R3.11.16

○（港区○－○－○）に係る少量危険物の貯蔵取扱届出書
・平成９年５月９日第６０９号
・平成９年５月９日第６１０号
・平成９年５月９日第６１１号

61 ●
東京消防庁予
防部危険物課

36 R3.11.9 R3.11.17
○（八王子市○丁目○－○）に係る最新の消防用設備等点検結果報告書の鑑及び総
括表（総括表がない場合には報告書一式）

●
（不存在）当該公文書は３年保存の公文
書であるため、廃棄済みであり、現在は
存在しない。

東京消防庁予
防部査察課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）
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決定区分 （根拠規定）条例７条

37 R3.11.10 R3.11.17
○（調布市○－○－○）に係る消防用設備等設置届出書（平成１６年１０月２２日
第３０７号）

22 ● ● ●

 （２号）住宅の間取り及び面積等は、特
定の個人を識別することはできないが、
公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあるため

（４号） 共同住宅の共用部及び住宅の部
分は、公にすることにより、建物内部へ
の侵入や窃盗等の犯罪の実行を容易にす
るなど、居住者の安全を脅かすおそれが
あると認められるため

東京消防庁予
防部予防課

38 R3.11.12 R3.11.18
○（渋谷区○－○－○）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（令
和２年１０月２６日第１４１０号）

1 ●
東京消防庁予
防部予防課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）
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決定区分 （根拠規定）条例７条

39 R3.11.10 R3.11.19

○（武蔵野市○－○－○）に係る以下の公文書
１　防火対象物工事等計画届出書（平成２７年１月８日第２０１４－１２５号）
２　防火対象物使用開始届出書（平成２７年１月８日第２０１４－２６０号）
３　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１４年６月１９日第４４号）
４　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１４年１１月１４日第１３１号）
５　防火対象物工事等計画届出書（平成３０年９月４日第２０１８－８０号）
６　防火対象物使用開始届出書（平成３０年９月４日第２０１８－１２８号）
７　防火対象物工事等計画届出書（平成１９年１月５日第９６号）
８　防火対象物使用開始届出書（平成１９年１月５日第１５８号）
９　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１４年１１月１５日第１３２号）
10　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１６年１２月９日第１２１号）

118 ●
東京消防庁予
防部予防課

40 R3.11.15 R3.11.19

○（小平市○－○）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成７年８月４日第８７号）
２　防火対象物使用開始届出書（平成２１年９月１日第５号）
３　防火対象物使用開始届出書（平成２３年８月１１日第１０号）

3 ●
東京消防庁予
防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

41 R2.11.15 R2.11.19

○（小平市○－○）に係る以下の公文書
１　防火対象物使用（変更）届出書（昭和３９年４月３日収第４６号）
２　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１０年３月３０日第１０号）
３　防火対象物使用（変更）届出書その１（平成１６年８月２６日第１６－５号）

3 ● ●

（４号）収容人員等は、公にすることに
より、建物内部への侵入によるテロ等の
犯罪の実行を容易にするなど、公共の安
全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが
あると認められるため

東京消防庁予
防部予防課

42 R2.11.15 R2.11.19
○（文京区○－○－○）に係る消防用設備等設置届出書（昭和６１年３月１７日第
２７７号）

11 ●
東京消防庁予
防部予防課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

43 R3.10.12 R2.11.22

火災調査書類（令和３年２月２４日２福熊（調）第４号）のうち、火災調査書（様
式第１５号及び様式第１５号の２）、出火原因判定書（様式第１６号及び様式第２
６号）、現場見分調書（様式第１８号及び様式第２６号）

60 ● ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（４号）建物平面図等は、公にすること
により、建物内部への侵入や犯罪の実行
を容易にするなど、利用者の安全を脅か
す恐れがあると認められるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課

44 R2.11.15 R2.11.24

○（東京都大田区○丁目○番○号）に係る次の公文書
⑴　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（平成２９年７月１８日２
９大市（報）第４０号）
⑵　消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（平成２９年９月１日２９
大予（報）第６２６号）
⑶　立入検査結果通知書（平成２９年６月２９日交付）

32 ●
東京消防庁予
防部査察課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

45 R2.11.16 R2.11.24
○（東京都世田谷区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点
検結果報告書（平成３０年１２月２６日３０世予（報）第２１５５号）

9 ●
東京消防庁予
防部査察課

46 R2.11.17 R2.11.24
○（東京都渋谷区○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報
告書（令和３年１１月１日３渋予（報）第２５９７号）

23 ●
東京消防庁予
防部査察課

47 R2.11.18 R2.11.24

○（江戸川区○－○－○）に係る以下の公文書
１　消防用設備等設置届出書（昭和６１年４月３０日第７１５号）
２　消防用設備等着工届出書（昭和６１年４月２６日第７１５号）

5 ●
東京消防庁予
防部予防課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

48 R2.11.10 R2.11.24
①消防活動総括表（東京消防庁警防規程事務処理要綱別記様式第３５号）
②出場表（東京消防庁警防規程事務処理要綱別記様式第４８号） 3 ● ●

（２号）電話番号、氏名、性別等の情報
は、個人に関する情報で特定の個人を識
別することができるため

東京消防庁警
防部特殊災害
課

49 R2.11.18 R2.11.25
○（東京都東村山市○丁目○番地○）に係る立入検査結果通知書（令和３年７月３
０日交付）

7 ●
東京消防庁予
防部査察課

50 R3.11.19 R3.11.25
○（東京都文京区○丁目○番○号）に係る消防用設備等（特殊消防用設備等）点検
結果報告書（令和元年７月２日）３１郷予（報）第３５３号）

19 ●
東京消防庁予
防部査察課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

51 R3.11.22 R3.11.25

○（渋谷区○－○－○）に係る以下の公文書
１　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（自動火災報知設備）（令和元
年５月２８日第３９３号）
２　消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書（誘導灯）（令和元年５月２８
日第３９３号）

23 ●
東京消防庁予
防部予防課

52 R3.11.16 R3.11.29 39 ●
東京消防庁総
務部施設課

53 R3.11.17 R3.11.29
東京消防庁清瀬消防署庁舎（３）改築空調設備工事及び東京消防庁清瀬消防署庁舎
（３）改築給排水衛生設備工事の内訳書、共通費算定書、代価表及び見積比較表

128 ●
東京消防庁総
務部施設課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

54 R3.11.17 R3.11.29

東久留米消防署（３）給排水衛生設備改修工事、三田家族待機宿舎（３）給排水衛
生設備その他改修工事、東京消防庁砂町単身待機宿舎（３）給排水衛生設備その他
工事、東京消防庁本田消防署青戸出張所庁舎（３）改築給排水衛生設備工事、東京
消防庁赤羽消防署志茂出張所庁舎（仮称）(3)改築給排水衛生設備工事、上高田第
二家族待機宿舎（３）給排水衛生設備改修工事及び東京消防庁国分寺消防署庁舎
（２）改築給排水衛生設備工事の内訳書、共通費算定書、代価表及び見積比較表
（社名抜き）

417 ●
東京消防庁総
務部施設課

55 R3.11.22 R3.11.30
○（渋谷区○－○－○）に係る、直近３年以内に届出された消防用設備等（特殊消
防用設備等）点検結果報告書

●
（不存在）当該公文書は届出の事実がな
く、実施機関では取得しておらず存在し
ない。

東京消防庁予
防部査察課

56 R3.11.25 R3.11.30
○（東京都江戸川区○丁目○番○号）に係る消防計画作成（変更）届出書の鑑（令
和２年９月２３日２岩予（防）第１９３号）、自衛消防訓練通知書（令和２年１１
月２０日２岩予（衛）第４３９号）

2 ●
東京消防庁予
防部防火管理
課



令和３年度　公文書開示（１１月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

57 R3.10.14 R3.11.30

火災調査書類（令和３年８月３１日３四新第５６号）のうち、火災調査書（別記様
式第１５号及び別記様式第１５号の２）、出火原因判定（別記様式第１６号及び別
記様式第２６号）、現場見分調書（第１回）（別記様式第１８号及び別記様式第２
６号）、現場見分調書（第２回）（別記様式第１８号及び別記様式第２６号）、鑑
識見分調書（別記様式第１８号及び別記様式第２６号）、現場質問調書（第１回）
（別記様式第１９号）、現場質問調書（第２回）（別記様式第１９号）、現場質問
調書（別記様式第１９号）

99 ● ● ●

（２号）関係者の氏名等の情報は、個人
に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるため

（６号）関係者等の供述内容は、公にす
ることにより、都民等からの火災調査に
対する信用を失墜させ、関係者からの情
報収集活動や火災関係資料の入手が困難
となり、今後の火災調査事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため

東京消防庁予
防部調査課


